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【論文要旨】
本論文は，中国において初めて実施された「近代的」学制である「奏定学堂章程」の中に見られ
る基礎教育理念と，地方郷紳である黄遵憲の教育理論を対照的に考察するものである。特に，経学
と実学が具体的なカリキュラムの中にどう配分されたかに着目すると，「奏定学堂章程」と黄遵憲
の教育理論との大きな違いが見えてくる。このような違いは一体何を意味しているのか。その点を
確認することを通じて，黄遵憲という人物を近代中国教育史の文脈にどう位置付けるべきかについ
ても考えてみたい。
結論として，「国民」の育成は清末の重要な政治課題となっていたが，その中で，経学を中心と
する徳育と西洋の学問に代表される実学との配分問題に関して，清政府と黄遵憲の考え方に相違が
生じていたことが分かった。そのような相違が生じた原因は主に次の点にある。清政府は，明治日
本の「教育勅語」（1890）を参照枠にし，自らの統治を維持するために，儒教主義モラルによる徳
育の教授時間数を多く設定しようとしたのに対し，黄遵憲や梁啓超，厳復などは，1895年の敗戦
インパクトと向き合い，新しい国民精神を作る準備段階としての教育救国を目ざし，新しい「国民」
を形成するため，実学の重要性を主張していた。この意見の相違は，結局，日本をどのように分析
していたかに帰せられる。要するに，清末の教育事情の背景には，1890年の日本を参照枠にして
見るか，それとも，1895年の日本を参照枠にして見るかという対立軸があったのである。
【キーワード】 奏定学堂章程，国民，経学，実学，小学校教育
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はじめに
朱永新によれば，1860年代から1890年代半ばにかけて，洋務派は魏源の「夷の長技を師とし以
て夷を制する」から啓発を受け，軍需産業を興し，近代的な工場や交通システムと新しい制度の学
校を作った。特に，教育思想の面で，洋務派は，「中国の学問を体とし，西洋の学問を用とする
（中学為体，西学為用1）」という教育綱領を掲げ，西洋から学ぶ内容は大幅に拡大した。しかし，
このような洋務運動の教育理念は日清戦争の敗北で破綻した。もはや「民族危機」にまで直面した
改革派はさらなる選択を迫られる。そこで選択されたのが，新たなブルジョア維新教育である。当
時の教育思想家たちは，富国強兵が実現できない根本的な原因を，軍艦や大砲がないためでも，そ
して，それを作る材料や方法がないためでもなく，政治の暗黒と制度の腐敗にあると考えた。西洋
に学ぶべきは，その物質面ではなく，彼らの政治制度と法制であり，法制を変えて革新を図ること
こそが必要だとの結論に達する2。義和団事件以降「光緒新政」を行っていった清朝政府も，立憲
君主制のもと体制再建を図ることを目ざしていく。日露戦争後の1906年には，「予備立憲」が宣言
され，同年の 9 月に「倣行憲政」の上諭が発布され，1908年には，「憲法大綱」が発布され，1909，
1910年には，それぞれ地方議会，中央議会を想定した「諮議局」と「資政院」が漸次設置された3。
その過程で，清朝は，体制再建策の一環として学校教育の改革を試みていく4。それは，1902年 1
月の管学大臣に対する学堂章程裁定についての上諭に始まり5，その後の十年間に「国民6」教育へ
向けての改革と実践が途切れなく続いていく。すなわち，1904年 1 月の初等小学堂章程を始めと
する一連の学堂章程の成立，1905年の科挙廃止，1910年 2 月の国民必読課本の編集と発行，各学
堂管理通則の増訂である。清朝政府の新たな教育体制実現に向けての努力は，1911年の辛亥革命
の勃発によって一旦は葬り去られた。しかし，「国民」教育の問題自体は，辛亥革命後に，着実に
引き継がれたと言えるのである。
本論文は，このような政治史・教育史的背景を踏まえた上で，20世紀初頭の「光緒新政」時期
における，教育を通じた「国民」創出プロジェクトの実態を探ることを目ざしたい。そして，特に，
このような新しい「国民」教育が構想される過程で，学校教育カリキュラムの中に伝統的な「経学」
と西洋由来の「実学」がどのように配分されたか，また，そうした選択の背後にどのような思想的
転換が見られるのかという点についても注目したい。その点に注目する契機は，1902年 6 月に黄
遵憲から梁啓超へ宛てられた書簡を精読したことにあった。書簡の中で，黄遵憲は，学校教育カリ
キュラムの中に「経学」と「実学」をバランスよく配置すべきことを述べ，また，「国民」全体の
教育水準を高めるために，とりわけ初等中等教育を重視すべきであると述べている。この指摘の意
味するところを，まず第一章では考えてみたい。
先行研究の総括と本論文の意図
清末の近代教育の形成を，「日本モデル」導入を契機として解釈するのは，中国近代教育研究の
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通説のようである7。日中の学術界で，代表的な近代中国教育思想史研究者は多賀秋五郎と陳青之
である。この二人の張之洞教育論への評価，あるいは「奏定学堂章程8」（1904）（以下「章程」と
略称する）の「国民教育」普及に果たした役割についての評価は共通する。いずれも，「章程」は
依然として封建思想が極めて濃厚であり，近代的ではなく，伝統的なものに回収されてしまってい
ると指摘している9。この二項対立的な解釈には検討の余地があると，筆者は考えている。彼らが
指摘する伝統とは，近代教育の枠組みの中に取り入れられた時点ですでに変質しているのではない
だろうか。このような伝統（経学）はすでに従来の伝統とは異なり，近代的に再編された伝統でも
ある。本論文では「経学」を，伝統的でもあり，また，近代的でもあるものとして扱っていく。
これまで近代中国の教育問題を，「国民」の創出という観点から取り上げた業績としては，「清末
の『国民』教育構想に基づく歴史教科書の模索―『（新編）国民読本』の分析を通しての考察―」
（鈴木正弘）と「辛亥革命期における『国民』の創造―その初歩的考察―」（高田幸男）が代表的な
ものである。鈴木は，立憲君主制を視野に置く清末期において，国民教育に向けた歴史教育のあり
方がどのように検討されたかを論じている10。一方，高田は，初等教育における「国民教育」カリ
キュラムを検討し，「章程」は，「欽定学堂章程11」（1902）より，濃厚な保守色を帯びており，そ
の目指す「国民国家」像と「国民道徳」はともに儒教色が強いと指摘している12。さらに，郷土教
育や立憲制実施の前提としての教育普及などに見られるように，清末の「国民教育」は立憲運動と
不即不離の関係にあり，単なる清朝再建のための復古的国家主義的教育ではなかったと指摘してい
る13。そして，「国民」創出のためには，いかに早く教育を普及させ，すべての民衆に国家観念を
注入していくかが大きな課題であったとしている14。こういった課題について，高田は，また「立
憲制の実施のために，教育の普及による『国民』の創造が不可欠だとする議論は『教育宗旨』発布
前後から，上奏文にも登場しており，民間には逆に，教育を受けた者に一定の公民権を授与するこ
とにより，教育普及を促進しようとする意見もあった」と記している15。本論文は，高田のこのよ
うな観点を踏まえた上で，これまでの清末「国民」教育研究では取り上げられてこなかった，地方
郷紳黄遵憲の新教育構想という論点を新たに組み合わせることにより，「教育」を通じた「国民」
創出問題に新たな視点を提案してみたい。
黄遵憲に関する先行研究の中で，彼の教育思想・実践がどのような形で論じられてきたかについ
ても付言する。先行研究では，黄遵憲の日本認識や彼の教育改革論が，清末中国における日本モデ
ルによる教育近代化の思想的基盤となった点が主に評価されてきた16。しかし，このような評価に
は大きな欠落点があると，筆者は考えている。一つは，彼の目ざす「国民」像を，すべてが日本モ
デルに由来するものと解釈していいのかという点である。いつの時代の日本モデルに彼は影響を受
けているのか，その点を厳密に特定することが重要だと考える。もう一つは，「国民教育」の普及
を通じて，立憲君主制国家を建設する必要性を考える黄遵憲と，地方自治を重視し，伝統経学と孔
子の思想を分けて考えるべきだとする黄とを関連づけて論じる必要があるのではないかという点で
ある。この二点に注目することによって，黄遵憲のイメージする「国民」像がより具体的に浮かび
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上がってくるはずである。
本論文では，あわせて，黄遵憲と同時代の梁啓超，張之洞，厳復，王国維らの「国民」教育構想
を照らし合わせることで，黄の教育思想の歴史性を考えてみたい。特に，黄遵憲と張之洞をそれら
の両極に位置付けることで，各論者の考え方の特徴を明らかにしてみたい。一つの極は，政府側に
立つ教育改革者の視点である（張之洞）。もう一つの極は，地方郷紳を中心とする教育改革者の視
点である（黄遵憲）。清末の教育方針をめぐっては，明らかな対立があった。政府側の教育方針が，
清朝の体制再建を目的としていたのに対し，地方郷紳による地方自治を主張する教育推進者，教育
改革者は，一般民衆を中心とした新たな「国民」的基礎を養成することを目指していたからである。
実際に，「奏定学堂章程」は，黄遵憲の教育理論と相反する方向に向かっている。このような対立
は一体何を意味しているのか。その点を分析することを通じて，黄遵憲という人物を近代中国教育
史の文脈にどう位置付けるべきかという問題について考察してみたい。その上で，近代的教育制度
の導入によって，「国民」教育へ向けての思想的転換が行われていた当時の中国の状況をより多角
的に明らかにしたい。
. 黄遵憲と梁啓超の「国民」教育構想
本章では，本論文の中心人物である黄遵憲とその盟友である梁啓超の教育理念を考察する。
. 張之洞の教育構想と教育者としての黄遵憲
周知のごとく，1895年の日清戦争の敗北以降，清政府は，戊戌変法と光緒新政といった改革を
行っていた。特に教育改革が諸改革のキーポイントである。そして，清末教育改革に関わる数々の
論争の中で最も注目されるのは，王国維（18771927）と張之洞（18071909）の間で行われた哲
学科の開設をめぐる論争である。張之洞は，哲学には人々に経学への懐疑をもたらす危険性が潜在
しているとし，ゆえに，西洋，日本の学制を学ぶ際に，哲学科を含めないことを主張する。その一
方で，王国維は相反する意見を主張していた。ここで，興味深いことは，張之洞の経学に対する態
度である。張之洞は大学といった高等教育のカリキュラムの中で，経学は必ずしも学び続ける必要
はないと考えていた17。一方で，彼は幼稚園，小，中学校のカリキュラムでは，経学の時間が大き
く割り当てられている。張のこのような考え方は，一体どう理解すればよいか。張の構想する「国
民」教育の中で初等教育の位置づけは，黄遵憲の初等教育構想とはまったく対照的なものである。
その点については，また後に取り上げる。
黄遵憲の略歴18 とその教育への関わりは，以下のようにまとめられる。
1871年の「日清修好条規」の締結に伴い，1877年に，清朝政府が派遣した初代駐日公使団の中
で黄遵憲（18481905年）は参賛官として外交官人生をはじめ，4 年余り日本に滞在した。その後，
黄は駐サンフランシスコ総領事を 3 年半，駐英参賛官を 2 年，駐シンガポール総領事を 3 年歴任
し，外交官として合計13年間勤務した。当時の学者＝官僚である知識人の中で，このような豊富
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な海外経験を持つ人物は非常に稀有である。1892年に帰国した黄は，戊戌政変に巻き込まれるま
で，国内で積極的に文学活動，政治活動を行い，教育分野でも活躍していた。しかし，戊戌政変の
失敗を機に，帰郷して隠居生活をすることになる。この隠居期間中も，黄は地元の学校教育に奮闘
していた。また，黄遵庚19，黄干甫20 の1963年の回顧録によれば，1903年，黄遵憲が地元の開明派
の郷紳たちを集めて，嘉応州で東山師範学堂21 を設立してから，州属の各郷，各地方で次々と小，
中学校が興り，清末において嘉応州の小，中学校の数は全国の一位となったことを述べている22。
黄遵憲は，地元で積極的に小，中学校，師範学校の設立を推進するのみならず，同時に，師範学校
の教員を養成するため，当地の若者を日本の師範学校に留学させることも行っていた。
黄遵憲は1877年から1882年にかけて日本に滞在し，近代中国における最初の日本研究書と言わ
れる『日本国志』を著した。この著作の卷三十二「学術志一漢学・西学・学制」では，明治日本
の学校教育制度が詳細に記されている。後の湖南実務学堂，地元梅州の興学活動などが明治日本の
学校教育制度にインスピレーションを受けたことは言うまでもない。一方，清政府側も後に独自に
明治日本の教育制度を参考とした。本論文では清末において初めて実施された学制である「章程」
に見られる教育理念と対照しながら，黄遵憲の教育思想を論ずる。そして，なぜ双方とも明治日本
を参照枠としたものの，「国民」を創出する際に大いに相違があったのかをまず一つの疑問として
考えたい。
. 黄遵憲の「国民」教育構想について
黄遵憲の教育実践に関して，張　は，主に二つの時期に分かれていると考察する23。一つは，
1897年，黄が湖南省で塩法道という官および按察使の代理に着いていた時期で，陳宝箴，梁啓超
らとともに実務学堂を創設し，南学会での講演に参加した。実務学堂は，西洋の学問を基にした
「実学」を中心とした学校である。南学会は学校ではないが，民衆への教育普及の重要性を宣伝す
ることを目的とする機構である。もう一つは，戊戌政変の失敗後の帰郷中の時期である。この時
期，黄は地元の広東省嘉応州で，興学会を設立し，東山初級師範学堂設立に従事している。黄の教
育理論は，この二つの時期を通じて一貫していて，基礎教育の確立とその普及を積極的に主張し，
特に小学校を重視するものであった。そのことは次の資料から窺える。
世間は「学校だ，学校だ」と騒いでいますが，これは中国にとって良いことではないでしょ
うか。しかし，設置の仕方や運営のやり方は，どれを取っても私の考えを満足させるものさせ
るものではありません。私が思うに，教科書や師範学校を先んじて整備しない限り，学校は興
せません。それなのに連中は軽々しく手がけています。これが第一。大切なのは蒙学校，小学
校，中学校なのです。しかるに連中はそれらを無視して大学校に重きを置いています。これが
第二。大切なのは普通学〔一般教養〕です。東西の学校で通行している本を選んで，そこに中
国の地理や歴史を増補し，あらゆる人々に普通学を身につけさせてこそ，国を立て，学を興す
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ことができるのです。しかるに連中は専門学に重きを置いています。これが第三。「四書」「五
経」については，日常生活に密着し，時務に役立つものを選んで分類編集し，小学校や中学校
用の教科書を作ります。その他の訓詁や名物は専門の方へ繰り入れて，個人の選択に任せるの
です。しかるに連中は「四書」「五経」に重きを置いています。これが第四。学校はなにより
も学習者の達成を重視しますが，科挙はなるべく受験者の弱点を突こうとします。これは兼ね
て行えることではありません。いま学校では，従来の「十三経」に加えて，「九通」や『通鑑』
まで必修にしようとしていますが，これでは一生かかっても成果を上げることなどできないで
しょう。これもまた人材を束縛するやり方です。しかるに連中は科挙も兼ねて行おうとしてい
ます。これが第五。学を興すのは人を教育するためであり，官を授けるのは人に仕事を任せる
ためであって，両者は次元の違う事柄です。いま学校はもっぱら翰林，部曹〔六部の官僚〕，
知県〔というポスト〕のために設けられています。とすれば，声学〔物理学〕，光学，化学，
電学，医学，算学といった諸学は，捨てて顧みないつもりなのでしょうか。それとも様々な学
業を教え，それが完成するのを待って行政の現場に送り込むつもりなのでしょうか。しかるに
連中は相変わらず官僚選抜の手法を学校に適用しています。これが第六24。（下線は筆者によ
る）
以上は1902年 6 月（光緒28年 5 月）に黄遵憲から梁啓超へ宛てられた書簡に示された内容の一
部分である。その大意は次のようである。学校教育を普及するためにまず教科書を制定し，師範
学校を整備しなくてはならない。学校制度を確実に運用するためには，幼稚園，小学校，中学校
といった大学以前の普通教育に重点を置かなくてはならないが，政府側は大学という専門教育のみ
を重視している。「四書五経」の中から現在でも通用し得る部分だけを再編して小学校，中学校
で教える。訓詁名物は専門教育で学びたい人たちが学べばよい。ところが，政府側は小学校・中学
校の教育内容として相変わらず「四書五経」そのものを重要だと考えている。
ここで，黄が言及しているのは，「章程」に先立って頒布された1902年「欽定学堂章程」に関連
する清政府の教育改革動向である。ここで注意すべきは，黄の経学に関する叙述の部分である。黄
は，明確に「四書五経」に関して，現在にふさわしい内容を残して，それを再編して経学のダイジ
ェスト版を作り，小学校，中学校で教えるよう主張している。要するに，伝統的な経学は基礎教育
においては，あくまで現在において通用する部分だけをまとめたダイジェスト版にとどめればよい
というのである。次に，実学に関する叙述である。黄は，学校教育とは，多くの人に教育を普及す
るためであり，中国人全体の教育レベルの向上を目的とすべきだと主張する。その上で，西洋近代
の発展を支えている諸科学を学ぶべきであるとする。その際，高等教育よりも，普通教育，すなわ
ち，初等・中等学校教育の重視を訴えている。
1902年の秋に，梁啓超は『国学報』を創刊する計画を進めていた。この件について相談を受け
た黄遵憲は，返信の中で（1902年 9 月），次のように述べている。特に注意に値するのは，「国民」
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を育成する際に，伝統＝経学，あるいは，旧学が果たすべき役割に関する部分の記述である。
あなたは，国民を育成するには国粋を保存することを主義とし，旧学を磨き直して輝かさな
ければならない，とおっしゃいました。まったくもってその通りであり，これを拠り所にして
国を立てることができるでしょう。しかし，中国と日本を比較した場合，規模がやや異なりま
す。日本には日本固有の学は無く，中古期に隋唐を慕って，国を挙げて東の文明に追随しまし
たし，近世ではヨーロッパ，アメリカを崇拝して，国を挙げて今度は西の文明に追随しまし
た。東奔西走している時は，身も心も一緒にドタバタ，酔っ払いか夢遊病者のようでしたが，
足を止めてやや落ち着くと，今度はわが身が無何有の郷にいるように感じられ，そこで国粋の
説が起こってきたのです。中国の旧習においては，病は尊大に在り，固陋に在ったのであっ
て，保守できない点に在ったわけではありません。今や大いに門戸を開き，新学を受け入れて
います。新学が盛んに行われるようになった時点で，中国固有の学と互いに比較し，互いに競
争させれば，旧学の真の精神がいよいよ浮かび上がり，真の道理がますます明らかになるでし
ょう。その時になってこれを発揮すれば，新学を学ぶ者たちが捨てるにせよ取るにせよ，受け
入れるにせよ拒むにせよ，調和させるにせよ，並行させるにせよ，判断の主体はもとより自分
にあって他人にはならないのです25。（下線は筆者による）
上記の内容からうかがえるのは，黄遵憲にとって，伝統＝経学は近代＝新学と共存可能であり，
しかも，そのことによって，伝統＝経学は自らを近代的に再生させる可能性を手にすると，彼が考
えていたことである。
黄は，前節で述べた通り，日本視察を皮切りに，後にアメリカ，ヨーロッパ，シンガポールなど
の国々を体験し，「国民」が存在するという事実に強い印象を受けたように思われる26。清末にお
いて，そのような「国民」を一気に作り出すことは難しい。まずは，地方を単位として，地方自治
を実践する民衆を積み上げていく方式が考えられる。地方自治に習熟した民衆を次第に増加させて
いく方向性を考えたとしても，他方では，外国列強に侵略されている現実から見て，それなりに強
い政府がなければ，主権の維持すらできない。こういった状況を総合的に考慮していた黄遵憲は，
革命派の路線とは異なり，立憲君主制の方向から政治改革を行うように主張している。これから作
り出されるべき「国民」に関連して，1902年12月，1904年 8 月の梁啓超宛の書簡には多くの指摘
が見られる。例えば，「国何以自立苟欲保名生，厚民气，非地方自治，……民何由而強……吾
以為講求合群之道，当有族制相維繋之情，会党相友相助之法，再参以西人群学以及倫理学之公理，
生計学之両利，政治学之自治，使群治明而民智開，民気昌，然後可以進以民権之説27。」（国はどう
やって自立できるようになるでしょうか。民生を安定化し，民衆を経済的にも安定させようと目ざ
すときに，……地方自治がなければ，どのようにして民衆を強くできるでしょうか。……私は，こ
のように考えます。これからの中国で新しい社会を作っていくためには，宗族の助け合いの精神
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に，会党の助け合うやり方を組み合わせ，さらに，西洋の社会学および倫理学の公理，経済学の利
益両立，政治学の自治の考え方を組み合わせてこそ，近代的な社会が実現し，それに応じて，人々
の知識も開け，人々もより盛んに行動できるようになり，そうなって初めて民権が議論できるよう
になります。），「公之所唱民権，自由之説皆是也。公言中国政体，之前此之歴史，考之今日之程
度，必以英吉利為師，是我輩所見略同矣。……然而中国之進歩，必先以民族主義，継以立憲政体，
可断言也28。」（あなたが提唱された自由民権の説は，すべて正しいと思います。あなたは，これま
での歴史に照らし，今日の程度
レ ベ ル
に基づいて考えると，中国の政体はイギリスをお手本にするのがよ
ろしい，とおっしゃっていますが，我々の考えもほぼ同じです。……しかし，中国の進歩はまず民
族主義により，続いて立憲政体により推進されることは断言できます29。），「當明治十三四年，初
見盧騷，孟+斯鳩之書，輒心醉其説謂太平世比在民主国無疑也。既留美三載，乃知共和政体万不可
施於今日之吾国。自是以往，守漸進主義，以立憲為帰宿，至於今未改30。」（明治十三年か十四年，
はじめてルソー，モンテスキューの書を読んで，たちまちその説に心酔し，太平世は間違いなく民
主国に存在すると思いました。しかしアメリカに三年間滞在するうちに，共和政体は決して今日の
わが国で実行に移してはならないことが分かりました。それ以来，漸進主義を守り，立憲を帰結点
と考え，今なお改めておりません31。）である。
以上のような黄の見解から，彼がイメージした，これから作り出されるべき「国民」像が推測で
きるだろう。すなわち，地方自治を認める立憲君主制の下で，地方自治を通じて「国民」を次第に
増加させていくプロセスに並行して，初等教育の普及や師範学校の設立を基礎に展開される「国民」
教育のルートを通じても「国民」は養成されていくということである。
さらに，黄は，1905年 1 月に，「敬告同郷諸君子32」という勧学講演において，次のことを説い
ている。
学校教育を興そうとするなら，教員，教科書，場所，資金という四項目が必須となります。
四項目のいずれかを欠いたら，学校教育を興すことはできません。そして教員も教育によらな
ければ養成することはできません。ゆえに，私は，必ずまず師範学校を開かなければならない
と考えます。まもなく改修工事の終わる東山書院を師範学校にあてることにしましょう。……
東西各国の小学校で，普通に設置される科目は，修身，倫理，国文，算術，歴史，地理，理
科，体操などです。それらの科目を整理すれば，徳育，智育，体育ということであります。そ
れらを中国の伝統教育法と比較するなら，旧い教育法では，ひたすら読書をさせて，深遠な理
を幼児のうちから教え込もうとします。その結果は，その言葉の天の川のような果てしなさに
怖気付いてしまうか，その心に水と油のように相容れないものを無理やり押し込むことになり
ます。
黄は自らの教育理論や学校を興す計画を明確に述べている。小学校教育を振興するためには，教
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師の問題を解決しなくてはならない。そして，今までの伝統教育の弊害を指摘しながら，西学を代
表とする実学を織り交ぜて教育内容にとりいれることを主張しつづけている。このような教育に関
連して，特に日本の学校のあり方に黄は強い関心を持っていた33。そのことは黄の代表作とされる
『日本国志34』，『日本雑事詩35』の中にも示されている。日清戦争後から20世紀初頭にかけて，西洋
諸国，特に日本をモデルにして近代的学制を整備する必要性を主張する動きが官僚，知識人の中に
登場した。例えば，1897年，観応は『盛世危言』の中で，欧米諸国の学校制度と日本の近代的
学制，特に当時の東京大学を中心とした高等教育制度を詳しく紹介している。黄の先見の明をうか
がわせる事実である。
また，この講演の中で，黄は小学校の年数を五年と規定している。これは，黄が日本の学制を参
考に，中国の現状と合わせた上で提案したものである36。この小学校の年限に関しては当時の清政
府が頒布した「章程」と同じである。残念ながら，黄の帰郷後の教育実践に関する具体的なカリキ
ュラムについては資料の欠乏のため，その詳細を検討することができない。
. 梁啓超の「新民」教育思想について
本節では，主に30歳以後の梁啓超の教育思想に注目する。この時期，梁は，1902年 2 月刊行の
『新民叢報』第 2 号で以前の自己と，師の康有為を批判する文章「保教非所以尊孔論」を発表し，
その後，『新民叢報』を停刊するまで（1906年）の 6 年間に総計96号の『新民叢報』を主筆として
刊行した。その96号中の29号（四割）に教育問題，教育時評が掲載されている。（欧陽紅編『新民
叢報』（影印版）1 中華書局，2008年，pp.1105 に基づき筆者整理）
『新民叢報』に収録されている「新民説」の中で，梁啓超は，清末中国の抱える数々の問題を根
本的に解決するには，新しい国民（「新民」）の創造が必要であると力説した。この「新民」という
用語は朱子学からヒントを受けたと考えられる。『新民叢報』（影印版）の影印説明は，1902年の
創刊時に，梁啓超が『大学』「新民」の意義を援用して本刊を命名したのは，我が国を維新しよう
とするなら，まず我が国の民を維新しなくてはならないと考えたからだ，と記している37。
梁啓超は，新しい国民を「新民とは，西洋に心酔し，数千年の歴史がある我々の道徳や学問の伝
統を捨て去り，他人に迎合する者を指すのではない。また，古い書籍の述べていることを堅く守
り，数千年の道徳的伝統を堅持していれば，この大地に立っていられると考えるものを指すのでも
ない38」と説明し，さらに，「新民とは，我が民に元々あったものを捨てさせ，他人に従わせるの
ではない。新たにするというのは二つの意味がある。一つは，元々あるものを磨き上げ，それを新
たにするということである。もう一つは，元々なかったものを補い，それを新たにするということ
である。この二つのうち，どちらが欠けても，効果を出すことはできない。先人の教えにも，その
人の才に基づき対応することと気質を変化させて対応することの二つの道が説かれている。これこ
そが，元々あるものを磨き，ないものを補う，という考え方と同一のものである。一人についても
そうであるし，民衆全体についてもそうなのである」とつけ加えている39。梁のこのような「新民」
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の解釈は，「新民」の主体を従来型の知識人から一般民衆にまで拡大するものであり，さらに，伝
統学問と新たな西洋の学問を兼ね備えることを求めるものである。このような「新民」を育成する
ために，梁はどのような教育が必要であると考えていたのだろうか。
ここで注目されるのが，梁啓超が1902年 5 月（光緒28年 4 月15日）に『新民叢報』第 8 号に発
表した「教育政策私議」である。おそらく，黄遵憲はこの「教育政策私議」を読んでから，前節で
取り上げた1902年 6 月（光緒28年 5 月）の梁啓超宛ての書簡を送付したのであろう。梁は「教育
政策私議」の中で，日本の学校教育制度に倣い，児童の心身発達に応じた国民教育体系を設定し
た。そして，義務教育段階の小学校教育を重視し，中国近代の教育史において，初めて義務教育の
実施を主張した40。小学校教育の重視という点では，黄遵憲と梁啓超の立場はかなり近似すること
が窺える。
義務教育段階の教学カリキュラムに関して，梁啓超は具体的に言及せず，その制定任務を国に求
めた。例えば，「教育政策私議」の中で，「国が小学校規則を制定し，管理方法や授業科目を詳細に
規定する。国が規定した科目に基づき，政府または民間が教科書を編集する41」と述べている。さ
らに，梁は同文章の中で教育法について，「学問を探求することは高い建物に登ることと同じであ
る。初歩の段階を無視して，高みを目指そうとするものは，必ず途中で挫折する42」と指摘する。
特に，小学校教育の段階では，西洋の教育法から啓発され，文字，天文学，地学，音楽，絵，外国
語，生物，体操などの学習を通じて，児童の興味を育てなければならないとする43。ここから，梁
啓超の「新民」教育思想は，伝統教育＝経学を中心とする教育思想から離反し，特に小学校教育の
段階では黄遵憲の主張と近似することがわかる。
. ｢奏定学堂章程」の「国民」構想と教育改革
周知のように，戊戌変法が失敗してから 3 年も経たないうちに，義和団事件が勃発した。そし
て清朝政府はトップダウン型の教育改革を迫られた。1901年 1 月光緒帝は「新政」の実施を宣言
した。教育面での内容としては，学制の公布，科挙制度の廃止，教育宗旨の発表などが含まれた。
その後，1901年 8 月，清政府は「興学詔書」を発布して各地の書院を学堂と改名した。さらに，
1902年には「欽定学堂章程」を公布したが，実施されなかった。続いて，1903年に，張百熙，張
之洞，栄慶らが，日本の学制に基づき「欽定学堂章程」を改定し，1904年 1 月13日に「章程」が
公布，実施された44。
清末の教育改革は新しい有為な人材の養成と，新しい「国民」の創出という二つの役割を負わさ
れていたと野口鐡郎が指摘したように，「章程」の特徴は，前者のためには高等教育の充実をはか
り，後者のためには普通教育の普及を求めることである45。したがって，黄遵憲が批判するよう
に，清政府側が，ひたすら官僚選抜のための教育プログラムに取り組むにとどまり，幅広い民衆へ
の教育普及を通じて「新国民」を創造することを目指さなかったとは言えないであろう。
本章では，後者の新しい「国民」構想に注目して，「章程」の「学科程度章」および毎週のカリ
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図 ｢奏定学堂章程」（年）における各授業の時間数
出所多賀秋五郎著『近代中国教育史資料（清末編）』日
本学術振興会，1972年に基づき筆者作成。
キュラムの特徴を見ていくことにする。
. ｢奏定学堂章程」における小学校教育の経学と実学の配分具体案
中国において，初めて実施された近代的な学制としての「章程」には張之洞ら「保守派」の教育
理念が反映されている。その前身は，日本の学制視察を踏まえて提出された呉汝綸の「欽定学堂章
程」（1902）である。この章程と同様に，付録の〔資料 1〕で示される通り，「章程」の基礎教育カ
リキュラムについては依然経学を重視する。すなわち，政府側は，儒教的道徳教育を本とし，西洋
の近代的諸実学を末とする教学路線を図っていたのである。清政府側の小学校教育46 プランを見て
みよう。「章程」の小学校のカリキュラムに関して，経学と実学がどのように配分されたかを調べ
てみると，〔図 1〕に示すとおり，修身および読経・講経といった経学が全教授時間数のほぼ 4 割
前後を占めている。初等小学校と高等小学校において，実学としての「算学」「格致」への割り当
てはそれぞれその 2 割と 1 割を少し上回るにすぎない。ここから，小学校教育において儒教主義
モラルと清朝国家体制の維持を中核に据えた教育を実施しようとした清政府の意図が明確になる。
梁啓超と黄遵憲が重視した小学校教育に関して，「章程」の初等，高等小学のカリキュラムには，
二つの特徴が挙げられる。一つは，修身科目が全ての科目に優先されている。さらに，読経講経科
目の時間数が多くを占めていることである。もう一つは，伝統的な学校教育の経学偏重を否定し，
自然科学及び体操，図画などの実学科目が導入されていることである。
それに加えて，清政府が構想した「国民」には，1906年に宣示された「教育宗旨」の中で示さ
れるとおり，「忠君」，「尊孔」，「尚公」，「尚武」，「尚実」の五つの徳目が求められる47。このよう
な「国民」教育構想は，日本の学制をモデルに作成されたことは多くの先行研究においてすでに指
摘されている。明治教育を視察しに行った官僚，知識人たちは，中国と日本は同文同種に属し，政
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体・民情が似ていることと，日本の教育勅語が「中国先聖」の道を遵守し，君権を尊ぶことなどか
ら，日本の教育制度の移入を極力主張したと言うのである。日本の教育勅語は，天皇中心の国体の
尊重と儒教を基本とする国民道徳の樹立を説いたものである。汪婉は『清末中国対日教育視察の研
究』において，「この時期の中国教育視察者の記録には，いずれも日本の学校教育に道徳教育が特
に重んじられ，教科目において修身科の教授時間数が多いことが指摘された」と述べている48。
「章程」は，小学校教育の目標として，次の二点を挙げる。一つは，その人生に持つべき知識を
啓発し，倫理を明らかにして国家を愛する根基を立て，児童の身体を調え，発育させるというこ
と。もう一つは，国民の善性を培養し，国民の知識を拡充し，国民の気風を強壮にさせるというこ
と49。
中国最初の学制である「欽定学堂章程」は，変法派に近い張百熙が奏請したものである。興味深
いのは，この章程の中では「国民」という語が一切使われていないということである。それに対し
て，改訂版としての「章程」の中では，「国民」という用語が随所に登場するようになる。例えば，
「章程」の「初等小学堂章程」と「高等小学堂章程」の第一章「立学総義」では，「国民」という語
が用いられているが，「欽定学堂章程」ではその代わりに「児童」が用いられている。
. 『勧学篇』および張之洞の教育理念
張之洞は，戊戌変法に批判的な立場から『勧学篇50』を著した。洋務運動期の「中学」を体，
「西学」を用とする中体西用論を再び持ち出し，民権運動51 に反対した。「中学」すなわち三綱五常
の世界が中体なのである52。「中国の学問は内学で，西洋の学問は外学である。中国の学問は心身
を治め，西洋の学問は世事に応ずる。経文にすべてを探し求める必要はないが，経書の表すところ
に背いてはならない。聖人の心を心とし，聖人の行いを行いとし，孝，悌，忠，信を徳とし，君主
を尊び，民を庇護することを政治の基本とするなら，たとえ朝に蒸気機関車を運転し，夕べにそれ
を線路に走らせても，聖人の徒たるになんら恥ずることはない53。」要するに，三綱五常の原則を
堅持し，儒家の道理と道徳に背く弊害を防ぎ，「中学」の土台を固めれば，西洋の学問，例えば学
校，地理，財政，租税，軍備，法制，勧工，通商などの「西政」と，算，絵，鉱，医，音，光，化，
電などの「西芸」を吸収することができると彼は主張したのである。
このような張之洞の教育思想と黄遵憲の食い違いは，上述のカリキュラム構成の問題にとどまら
ず，大学教育の目標にも表れていく。1904年 1 月13日，張之洞は光緒帝に「京師大学堂は学術，
人材の根本に関わり，非常に重要であります54」と上奏している。この上奏文55 では次のようにも
述べられており，そこには張之洞の教育思想が最も端的に示されている。「立学の趣旨に至りては，
いずれの学堂たるを論ぜず，均しく忠孝を以て本となし，わが国の経典史籍を以て学の基礎とな
す。学生の精神をして純正に帰せしめ，然る後に西学を以てその知識を貯え，その技能を練り，務
めて他日の人材たらしめ，各々実用に適さしめて，国家の英才を育成し，慎みて流弊を防ぐの意に
副わんことを期す56」。佐藤慎一が指摘したように，張之洞の『勧学篇』は，「中国と西洋諸国を含
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めた世界がいかなる方向に変化しつつあるかを，経書の根本的再解釈をもとに，理念のレベルで明
らかにするという作業だった。」のであり，「それは，西洋文明の侵入によって追いつめられつつあ
った儒教の，最後の抵抗ないし逆襲だったと言えるかもしれない57。」彼は，その「作業」を1904
年時点でもなお継続していたのである。黄遵憲の志向する教育改革の方向性（普通初等教育重視，
実学重視）とは大きく異なっている。
溝口雄三はかつて，「中体西用」の「中体」を分析する際に，まず，張之洞が官僚・政治家であ
って思想家ではないことに留意した上で，「つまり彼は洋務を『用』とする人材の育成につとめれ
ばこそ，いっそうその人材に中国民族の伝統的倫理，いいかえれば民族精神，民族的気概といった
ものを『体』として具備することを求めたのである58」と述べていた。しかし，人材教育に限定す
ることなく，新たな「国民」を育成するための基礎教育にまで問題を広ければ，この説では説明し
きれない部分が出てくるだろう。「国民」の創出との関わりで「中体」をどう理解すべきか，その
ためには，張之洞の目ざした「国民」像をさらに掘り下げていく必要があるだろう。今回は紙幅の
制限があるため，今後の課題にしたい。
. いかに清末の「国民」教育構想を理解するか
. 実学教育の「附会論」
清末において，最初に新式教育を導入したのは洋務運動（18601890年代）の時期である。その
間に，外国語を翻訳する人材が養成され，また，西洋の自然科学や機械技術を導入する実学学堂も
次々と創設された。ところが，この時代の士大夫たちの理解によれば，それは決して西洋の模倣で
はなく，本来自己に備わっていた領分を取り戻すことなのであった。このような認識の下では，佐
藤慎一が指摘したように，文明開化という概念は存在しない。西洋の自然科学の導入が必要である
と考える人々は，主として『墨子』を援用し，その原型が古代中国に存在したことを論証しようと
した59。いわゆる，「附会論」である。この「附会論」は実は，洋務運動期間中に限られず，近代
的学制を推進する際にも利用され続けている。
. 厳復と王国維の教育理論
日清戦争敗北の衝撃は中国の知識人層の雰囲気を激変させた。その後に，ようやく西洋思想の紹
介・受容の試みが始まった。西洋の思想書を初めて中国に紹介したのは，厳復（18541921）であ
った60。一方で，厳は，1906年 7 月 2 日付けの『東方雑誌』に掲載された実学教育に関する文章に
おいて（「実業教育」），西洋の政治思想が学校教育に取り入れられることを批判している。厳復は，
「我が国の最近の風潮では，教育で緊急性を要するものとしては，だいたい政治・法制と軍事の二
つが挙げられます。……政治学について言えば，しかるべき教師を得られない場合には，社会の混
乱を助長するだけのことになってしまい，国にとって最も無益です。いずれにしろ，明確な結果を
出せる実業の有益さには及ばないのです61。」と指摘する。彼は，学校教育において，西洋の政治
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思想を講ずることの危険性と実業教育の有用性を主張する。その上で，彼は「我が国で実業が発展
しない原因を論ずるなら，次の二つの問題点に帰着します。機械の使い方を知らないことと物理と
化学に無知であることです。だから実業教育はこれらの点を中心にしていけばいいのです62。」と
主張する。すなわち，これからの中国の実学教育に関しては，機械や物理，化学といった科目に注
目すべきことを提言している。同文章において，厳復は「国民」構想における教育そのものには言
及していないが，教育救国を提起する際，実学教育こそが伝統の経学よりも重要であることを述べ
ている。「つまり，かつての教育は古を重視し，実業教育は今を中心とします。かつての教育は体
を動かさないのですが，実業教育は勤労を習慣とします。かつての教育は他人の作り出した利益を
分配される人材を養成しますが，実業教育は新たな利益を作り出す民力を充実させます63。」この
文からは，教育における経学と実学の配分に関して，厳復と黄遵憲が同様の観点を持っていたこと
がうかがえる。
黄遵憲の普通教育重視に対して，王国維（18771927）は相反する理論を表明している。王国維
は1905年に，普通教育重視に対する批判「論平凡之教育主義」を発表した。「平凡之教育主義」と
は当時，多くの人々に支持されていた教育理論であり，その趣旨は，「小学校を設立しなければ，
中学校を設立できず，中学校を設立しなければ，大学を設立できません。だから今日の急務とすべ
きは，多くの小学校を設立することです。中学校，大学の設立は，小学校があまねく設立された後
に着手しても，遅くはないのです64。」と主張する点にある。すなわちこれからの学校整備の優先
順位を，小学校，中学校，大学の順とするのである。この考え方は，1901年に発刊された，中国
最初の教育雑誌である『教育世界』の主筆であった王国維の教育理念とは合致しない。王国維は
「論平凡之教育主義」において，今こそ高等教育を興すべきだと強調している。その理由は次の三
つに要約することができる。
第一に，普通教育を優先してしまうと，十歳以上の人材に対する就学場所が不足し，その後二十
年，清国の役に立つ人材がいなくなってしまう。第二に，ヨーロッパの学校教育の歴史を例に挙げ
れば，大学の設立は中世より始まるが，小学校という普通教育の実施は，百年あまりの歴史にすぎ
ない。また，ロシアの小学校普及率は，イタリア，スペインよりも低いが，高等教育で培われた人
材が多数いるからこそ，日本に負けても屈服することがない。第三に，普通教育を振興するために
は，中等教育，あるいは高等教育を受けた人材を先に育成しなければならない。ゆえに，初等・中
等・高等教育，三者の整備を同時に並行して行い，偏らないことが肝心である65。
黄遵憲，梁啓超の普通教育重視（主に小学校，師範学校重視）と，王国維の高等教育重視の二項
対立が生じる原因は，おそらく西洋の衝撃をどう受け止めたかに帰すことができる。黄遵憲の場合
は，十三年間にわたる海外視察により，既存の知識人層中心の教育思想から，一般民衆を主体とす
る普通教育思想に転向することになったと言うことができる66。そもそも，なぜ普通教育と高等教
育が並行できず，どちらか一方という選択になってしまうのか，その前提となる時代背景を考えざ
るを得ない。
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. 初等教育推進の困難とその問題
張之洞の学校制度改革への取り組みは，1901年，清政府が新政を開始してから，対日教育視察
が正式かつ大規模に展開された頃に始まる。汪婉67 の『清末中国対日教育視察の研究』によると，
1900年から1905年の間，中国最初の近代学校制度が制定された段階で，開明派である張之洞は外
洋視察の必要性を上奏し，その後，日本視察が盛んに行われた68。張之洞はこれらの視察結果を参
考にした上で，最終的に「奏定学堂章程」を制定する。一方で近代教育改革において儒学の新たな
位置付けをどうするかに関しては，張の回答はすでに，1898年に書いた『勧学篇』の中に示され
ていた。張は，新しい「国民」を構想する際，とりわけ，普通教育のカリキュラムにおいて，経学
を依然として重視している。これは清国の統治を維持しようとする儒学知識人としての「最後の抵
抗ないし逆襲」ともとれる。
張の経学へのこだわりは，日本をモデルとしたことに起因し，特に，1890年に頒布された「教
育勅語」からインスピレーションを受けたと解釈することができる。「教育勅語」は「忠君愛国」
を前提とし，儒教主義モラルに基づく徳育を重視する。伝統的な儒学は「忠君愛国」を必ずしも強
調しないが，改革派としての張之洞は，清国の崩壊が現実味を帯びる危機感から，「忠君愛国」を
救国の信条とすべきだと考えたのである。また，「教育勅語」が儒学思想を踏まえることから，清
国も日本と同様に発展する可能性があると考えたのであろう。つまり，「教育勅語」を参考にして
経学を中心とする徳育の必要性を改めて確信できたと言える。
一方，黄遵憲の場合は，1877年から1882年までの間，日本を視察し，そして，この視察経験よ
り，1887年に著した『日本国志』は，日清戦争後に世間に注目された。黄が帰郷後，梁啓超へ宛
てた書簡に取り上げた学校改革問題への関心は1902年から始まる。そして，1905年に死去する直
前まで教育活動を行なっている。おそらく，黄遵憲の教育観は，1895年の日清戦争敗北の衝撃
後，新しい「国民」の創造をめざしていく中で形成された。厳復も同様である。厳復が西洋の書物
の翻訳を積極的に開始したのは，1895年以降である。要するに，厳復と黄遵憲は，1895年のイン
パクトに正面から向き合い，新しい「国民」を構想する際，実学，あるいは伝統（経学）の近代化
こそが重要であると認識するに至ったパターンなのである。張之洞と黄遵憲の教育理念の根本的な
差異は，双方の日本を眺める視点の差異から生じている。
「章程」は，初等小学堂から大学堂までの全系統を21学年とし，近代的な学制体系を整えてい
た。結局その構想には様々な問題があり，机上の案にすぎなかったが，実際には清政府が日本の学
制をモデルとして，学校制度の枠組みを定めて以降，全国各地で新式学堂の設立が相次いだ。例え
ば，呉研因・翁之達（1931），陳啓天（1969）らの研究によれば，「章程」の公布以来，毎年，学
堂数で約 1 万か所，生徒数では約30万人ずつ増加しつづけた69。その一方，従来の研究では，その
普及の限界は，一般民衆の間に就学が必要だという認識を高められなかった点にあるとされる。こ
の指摘は重要な前提を見落としていると思われる。それは，清政府が「国民」を育成するに際して，
教育資金を十分に用意できない事情があったという点である。例えば，「下関条約」の賠償金は，
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当時のおよそ 2 年間の国庫総収入に相当する。さらに，1901年の「北京議定書」における巨大な
賠償金（総計 4 億 5 千万両）は当時の清政府には到底負担できない金額であった。このような経
済条件の下に，自国の教育への資金を投入することがいかに困難であったかは想像にかたくない。
とりわけ，全国の隅々にわたる小学校の建設は資金が最も必要である。清政府はこの問題を解決す
るため，否応なく地方郷紳に頼り，「章程」には，小学堂は，地方郷紳，富商の資金を集めて広く，
数多く創設すべきであると記載している。しかし，それが思うように進展していなかったことにつ
いて，黄遵憲は，1905年の勧学講演の中で次のように述べている70。
学校を興すべしとの詔書は，戊戌変法の時期に初めて出され，義和団事件後，避難先から皇
帝と太后が京城に戻られてから，その命を受けて，しばしば学校を興すことが促されました。
所管の大臣が任命され，また，大学，中学，小学，蒙学各章程もそれぞれ頒布されました。と
ころが，各省の大官が何度も命令を下し，督促をかけましても，応じる者はいませんでした。
学校を興す場所，資金がないからと言うだけではなく，具体的な方法や章程が示されていない
ため，何に従えば良いのかまったくわからなかったからなのです。
おわりに
周知のように，中国の伝統学校教育は，科挙を通じて才能のある人を選抜することを中心とする
ものである。かつて，ベンジャミン・A・エルマンは，「帝政中国において教育は大抵，公共的秩
序と政治的効用を維持するために国家が有していた幾つかの道具の一つとしてのみ認識されてい
た。国家の立場から見れば，十分な訓練を受け忠誠心のある儒家官僚を再生産することこそが，最
大の関心事であった。教育や試験を国家が支持するかどうかは，国家が雇うにふさわしい有能で忠
実な男性を試験過程が供給できるかどうかにかかっていたのである71」と述べている。しかし，清
末に至り，科挙が廃止され，新式の学校教育が導入されると，学校はまったく新たな役目を果たさ
なくてはならない。
中国近代学校制度の整備は「章程」の公布に始まる。それに先立って，1901年 1 月の光緒帝の
「新政」実施以降，教育改革に関して，当時の知識人たちは様々な意見を述べていた。梁啓超は，
1902年 5 月に発表された「教育政策私議」の中で，初等教育を「新民」を創造するための基礎と
なるものであると述べている。それを読んだ黄遵憲は，同年 6 月の梁啓超への書簡の中で，梁啓
超と同様の意見を述べたほか，伝統的な経学について，基礎教育においては現在でも通用する部分
だけをまとめたダイジェスト版を教科書として用いるよう提議している。また，声学〔物理学〕，
光学，化学，電学，医学，算学といった諸実学を重視すべきだとも述べている。そして，その後の
書簡において何度も，梁啓超に教科書の編集に従事するよう勧めている。残念ながら，梁啓超から
の返信が現存していないため，黄遵憲の問題提起に梁啓超がどう返答したかは現時点で確認するこ
とはできない。
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「国民」の育成は清末の重要な政治課題であり，とくに経学を中心とする徳育と西洋の学問に代
表される実学との配分関係の問題に関して，政府と黄遵憲の考え方に齟齬が生じていた。このよう
な齟齬が生じた原因は，政府の一員である張之洞が，列強に対抗して中国の凝集力を強めるため，
上から儒教倫理を注入して社会の末端まで浸透させようとしていたのに対して，黄遵憲は，地方郷
紳が中心となって民衆を喚起して下からナショナリズムを積み上げようとすることを目ざしていた
ためである。
一方で，この対峙は，いずれもその推進役を学校教育に求めた点では同様である。具体的に言え
ば，清政府は，明治日本の「教育勅語」（1890）に啓発され，自らの統治を維持するために，儒教
主義モラルによる徳育の教授時間数を多く設定しようとした。黄遵憲や厳復の場合は，1895年の
敗戦インパクトと向き合い，新しい国民精神を作る準備段階としての教育救国を目ざし，新しい
「国民」を形成するため，近代的な経学と実学の重要性を主張した。この意見の相違は，結局，日
本をどのように分析していたかに帰せられる。要するに，清末の教育事情の背景には，1890年の
日本をモデルとするか，それとも，1895年の日本をモデルとするか，という対立軸があったので
ある。
【注】
1「『体』と『用』というのは，中国古来からの哲学概念であって，体は本体，用は作用である。清末に生まれ
た中国の歴史的伝統を本体とし，西洋の工業技術を作用とする「中体西用」論は，この体用概念を借りたも
ので，日本の幕末，佐久間象山の「東洋道徳・西洋芸術（技術）」と同じ意味である。」溝口雄三・池田知久
・小島毅著『中国思想史』東京大学出版会，2007年，220頁。
2 朱永新著・張京花訳『中国敎育史近現代篇―激動期における教育思想の変遷』科学出版社，東京，2018年，
1025頁。
3 李暁東『近代中国の立憲構想』法政大学出版会，2005年，23頁。
4 小林善文「中国近代の初等教育―制度改革とその浸透状況を中心に」，『東洋史研究』51巻 1 号，1992年，
107頁。
5 多賀秋五郎著『近代中国教育史資料（清末編）』日本学術振興会，1972年，9 頁。
6 ここの「国民」の使用は，厳密に清末は国民国家であるかどうかを問わず，あくまでも，「奏で定学堂章程」
の文献上の「国民」に則るだけである。
7 特に阿部洋『中国の近代教育と明治日本』（福村出版，1990年），汪婉『清末中国対日教育視察の研究』（汲
古書院，1998年）を参照。
8「癸卯学制」とも称される。
9 多賀秋五郎前掲書には次の指摘がある。「清末の「章程」の小中学堂に対する考え方は，大学堂の予備校的
発想によるもので，「国民教育」を充実するための基盤を確認しようとするのではない。つまり，まだ洋務
派の人材主義教育に拘泥している。……その理由は，中体思想の依然に濃厚なもので，教育によって国民に
近代的合理思想による洗練を受けさせようとすることには抵抗を示している。」（42頁）また，陳青之『中国
教育史』上海書店，1989年，609610頁も同様の指摘をしている。
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亥革命90年記念特集，67頁。
13 同前，71頁。
14 同前。
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18 銭仲聯輯，汪兆鏞著『黄遵憲詩論評』（付年譜）文海出版社，1973年，7296頁。海麟『黄遵憲伝』中華書
局，2006年。陳錚編『黄遵憲全集』中華書局，2005年，15741604頁。
19 黄遵憲の従兄弟。
20 黄遵憲の甥。
21 東山初級師範学堂は実際には，黄遵憲が亡くなった翌年（1906年）に設立された。主に，小学校教員を養成
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25 島田虔次編訳前掲，160頁。
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34 同前。
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36 陳錚編前掲書，549頁。原文は以下の通りである。
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1（影印版）［中国近代期刊彙刊・第二輯］，中華書局，2008年，28頁。また，訳文は，朱永新前掲書を参照。
39 同前。
40 朱永新前掲書，83頁。
41 欧陽紅編集前掲書，58頁。訳文は，朱永新前掲書，84頁を参照。
42 訳文は，朱永新前掲書，86頁を参照。
43 梁啓超「変法通義・幼学を論じる」
44 多賀秋五郎前掲書。
45 野口鐡郎『中国史における教と国家』雄山閣出版，1994年，326頁。
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した。
47 多賀秋五郎前掲書，413頁。
48 汪婉『清末中国対日教育視察の研究』汲古書院，1998年，106頁。
49 陳学恂『中国教育史研究』近代分卷，華東師範大学出版社，2001年，261頁。
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いう，究極は野心家の『自主』がもたらすであろうと思われるところの瓜分の危機を想定しての，いわば政
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52 戸川芳郎・蜂屋邦夫・溝口雄三『儒教史』1987年，山川出版社，392393頁。また，同書においては，中体
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ましてこれを単に洋務派のスローガンとして矮小化し，頑迷固陋の代名詞のように批判的に扱うことは，中
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ない。」397頁。
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54 陳学恂主編『中国近代教育史教学参考資料』（上）人民教育出版社，1998年，529頁。
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56 阿部洋『中国の近代教育と明治日本』龍溪書店，2002年，3637頁。
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60 厳復が1895年から1908にかけて，翻訳した書物は次のようである。1898年公刊の『天演論』，1901年公刊の
『原富』，1903年公刊の『群学肄言』と『群己権界論』，『繆勒名学』，1904年公刊の『社会通詮』と『法意』，
1908年公刊の『名学浅説』である。
61 王　主編『厳復集』第一冊，中華書局，1986年，209頁。
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偏廃。」
66 拙稿「黄遵憲の『言文合一』言語観試論―来日前後を中心に」，『教養デザイン研究論集』（明治大学大学院）
第13号，2018年，109頁。
67 汪婉前掲書，9395頁。
68 この時期の日本学制視察者の主要な記録としては，63歳と高齢であった呉汝綸の『東遊叢録』（1902年 6 月），
羅振玉の『扶桑両月記』（1902年 4 月），李宗棠『考察日本学校記』，胡景桂『東瀛紀行』，王景禧『日遊筆記』
などがある。
69 呉研因・翁之達『最近三十五年之中国教育』商務印書館編，1931年，27頁陳啓天『近代中国教育史』中華
書局，1969年，134136頁。
70 陳錚編前掲書，547頁。
71 ベンジャミン・A・エルマン著・秦玲子訳「再生産装置としての明清期の科挙」，『思想』八一〇，1991年，
100頁。
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【付録】
資料 「欽定学堂章程」（）と「奏定学堂章程」（）における基礎教育のカリキュラム
「欽定学堂章程」（1902) 「奏定学堂章程」（1904)
蒙
学
1
年
修身孝弟忠信，礼儀廉恥，敬長尊師，忠君愛国
を古人の言行，絵図をつけて教える
読経「孝経」，「論語」
史学歴代国号，帝王世系
輿地地球行星図を教える
初
等
小
学
1
年
修身朱子「小学」，劉忠介「人譜」の摘講，各種
蒙養図説，教化に有益なごく短い古詩歌
読経講経「孝経」，「論語」を毎日約40字読み，そ
の平易な講義
歴史郷土の概要，故事，当地の著名人の事績
地理郷土の道里，建物，付近の山水，先賢の祠
廟遺跡など
蒙
学
2
年
修身前学年と同様
読経「論語」，「孟子」
史学歴代帝王年数，建元
輿地地球上の洲，島の位置，各州の国名
初
等
小
学
2
年
修身前学年と同様
読経講経「論語」，「大学」，「中庸」を毎日約60字
読み，その平易な講義
歴史前学年と同様
地理前学年と同様
蒙
学
3
年
修身前学年と同様
読経「孟子」
史学歴代王朝興亡の大事件
輿地各省府庁州県の名前と位置
初
等
小
学
3
年
修身前学年と同様
読経講経「孟子」を毎日約100字読み，その平易
な講義
歴史歴代王朝の年代，国号，聖主賢君の事績
地理前学年と同様
蒙
学
4
年
修身前学年と同様
読経「大学」，「中庸」
史学歴代王朝の領域および分割の状況，地図で
教える
輿地各省名山大河の位置と状況，地図で教える
初
等
小
学
4
年
修身前学年と同様
読経講経「孟子」，「礼記」を毎日約100字読み，
その平易な講義
歴史前学年と同様
地理中国の地理，領域の大勢，名山大河の概要
尋
常
小
学
1
年
修身「曲礼」，朱子「小学」諸書より平易で適切
なものを教える
読経「詩経」
史学上古三代の大略
輿地地球の大勢
初
等
小
学
5
年
修身前学年と同様
読経講経「礼記」を毎日約120字読み，その平易
な講義
歴史清朝建国の大略および歴代皇帝の仁政
地理中国の領域と近隣各国の概要，名山大河，
都市の位置
尋
常
小
学
2
年
修身前学年と同様
読経「詩経」，「礼記」
史学秦漢の大略
輿地地元の郷内各地，地元の県内各地
高
等
小
学
1
年
修身「四書」の要義を講ずる。朱熹の注を主とし
て心身日用に切であることを要とする。教化に有
益な古詩歌を読む
読経講経「詩経」を毎日約120字読み，講義
中国歴史中国歴史の大要
地理中国地理の大要
尋
常
小
学
3
年
修身前学年と同様
読経「礼記」
史学両晋，南北朝の大略
輿地地元の府内各地
高
等
小
学
2
年
修身前学年と同様
読経講経「詩経」，「書経」を毎日約120字読み，
講義
中国歴史前学年と同様
地理外国地理の大要
高
等
小
学
1
年
修身性理通論，倫常大義，先哲の言行の平易で
適切なものを教える
読経「爾雅」，「春秋左伝」
史学唐，五代の大略
輿地地元の省内各地
高
等
小
学
3
年
修身前学年と同様
読経講経「書経」，「易経」を毎日約120字読み，
講義
中国歴史前学年と同様
地理前学年と同様
高
等
小
学
2
年
修身前学年と同様
読経「春秋左伝」
史学宋遼金元の大略
輿地全国各地
高
等
小
学
4
年
修身前学年と同様
読経講経「易経」，「儀礼」を毎日約120字読み，
講義
中国歴史前三年間で講義できなかったところの
補習
地理前三年間で講義できなかったところの補習
高
等
小
学
3
年
修身前学年と同様
読経「春秋左伝」，「公羊伝」，「穀梁伝」
史学明の大略
輿地前学年と同様
（出典『奏定学堂章程』東亜研究所蔵書。多賀秋五郎著『近代中国教育史資料（清末編）』日本学術振興会，
1972年，168303頁。高田幸男「辛亥革命期における『国民』の創造―その初歩的考察―」，『近きに在りて』
第39号，2001年，7778頁掲載の対照表を参考にした。）
